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市
で
は
、
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
お

よ
び
課
税
限
度
額
を
平
成
23
年
度
か
ら
引

き
上
げ
を
行
い
ま
し
た
。

　
「
広
報
お
お
た
わ
ら
」の
５
月
１
日
号
で

は
、
改
定
前
（
平
成
22
年
度
）と
改
定
後

（
平
成
23
年
度
）の
税
率
お
よ
び
課
税
限
度

額
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。（
図
１

参
照
）

　

今
回
は
、
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
基
に
平
成

23
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
額
を
試
算
し
、

平
成
22
年
度
の
税
額
と
比
較
し
て
み
ま
し

ょ
う
。
全
て
の
所
得
区
分
で
保
険
税
が
増

額
と
な
り
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
は
、
加
入
し
て
い
る
皆

様
が
病
気
や
け
が
を
し
た
と
き
に
安
心
し

て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
た
め
の
大
切
な
制

度
で
す
。
費
用
は
、
国
や
県
な
ど
の
負
担

金
の
ほ
か
、
皆
さ
ん
が
納
め
る
保
険
税
に

よ
っ
て
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ

　

国
保
年
金
課
賦
課
係

　
　
　
（
２
３
）８
７
９
２

30万円
68万円
100万円
200万円
400万円
500万円
600万円

7割
2割
-
-
-
-
-

14,400
68,800
106,200
193,200
367,200
454,200
541,200

7割
2割
-
-
-
-
-

15,600
81,100
127,700
240,700
466,700
579,600
630,000

1,200
12,300
21,500
47,500
99,500
125,400
88,800

7.69%
15.17%
16.84%
19.73%
21.32%
21.64%
14.10%

世帯区分 所得区分
改定前(平成22年度)
軽減割合 税額(円)

改定後(平成23年度) 比　較
軽減割合 税額(円) 増減額（円） 増加率

単身世帯
(介護1号該当)

※所得区分欄の所得金額は、事業収入、不動産収入、給与収入、公的年金収入などの各種収入から
　それぞれ経費や控除額を差し引いた後の所得金額を合計したものとします。
※国民健康保険税の算出には、所得区分欄の所得金額から 33 万円を控除した金額(課税対象所得 )
　を用います。

医療給付分・・・・医療費などの支払いに充てる税額
後期支援金分・・・75歳以上の医療制度に充てる税額  
介護給付金分・・・介護保険事業に充てる税額
所得割額・・・・・前年中の世帯の総所得に応じて算定
均等割額・・・・・加入者 1人当たりの税額
課税限度額・・・・所得割、均等割の合計が限度額以上になった場合は、課税限度額が課税される。

●モデルケース１
　国民健康保険の被保険者である世帯員が１名。(満65歳以上で、介護保険制度の１号被保険者。)
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東
日
本
大
震
災
に
よ
り
住
宅
ま
た
は
家

財
に
損
害
を
受
け
た
方
は
、
要
件
を
満
た

す
場
合
、
保
険
税
等
の
減
免
を
受
け
ら
れ

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
国
保
年
金
課
賦
課
係
ま
で

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ

　
国
保
年
金
課
賦
課
係

　
　
　
（
２
３
）８
７
９
２

●モデルケース２
国民健康保険の被保険者である世帯員が２名。（夫婦ともに40歳満で、妻の前年度所得はなし。）

30万円
100万円
170万円
200万円
300万円
400万円
500万円
600万円

7割
2割
-
-
-
-
-
-

28,800
135,000
215,100
241,200
328,200
415,200
502,200
585,200

7割
2割
-
-
-
-
-
-

31,200
158,900
258,800
292,700
405,700
518,700
627,600
630,000

2,400
23,900
43,700
51,500
77,500
103,500
125,400
44,800

7.69%
15.04%
16.89%
17.59%
19.10%
19.95%
19.98%
7.11%

世帯区分 所得区分
改定前(平成22年度)
軽減割合 税額(円)

改定後(平成23年度) 比　較
軽減割合 税額(円) 増減額（円） 増加率

夫婦２人
(介護非該当)

●モデルケース３
国民健康保険の被保険者である世帯員が３名。(夫は満40歳以上で、介護保険制度の２号被保険者。
妻は、満40歳未満で、前年中の所得は無し。小学６年生の子どもが１人。）

30万円
100万円
170万円
200万円
300万円
400万円
500万円
600万円

7割
2割
-
-
-
-
-
-

43,800
173,400
263,100
289,200
376,200
463,200
550,200
590,000

7割
2割
-
-
-
-
-
-

46,800
200,500
310,800
344,700
457,700
570,700
630,000
630,000

3,000
27,100
47,700
55,500
81,500
107,500
79,800
40,000

6.41%
13.52%
15.35%
16.10%
17.81%
18.84%
12.67%
6.35%

世帯区分 所得区分
改定前(平成22年度)
軽減割合 税額(円)

改定後(平成23年度) 比　較
軽減割合 税額(円) 増減額（円） 増加率

夫婦２人
(介護２号該当１人)

300万円以下 

300万円を超え450万円以下

450万円を超え600万円以下

前年の合計所得金額

100分の50

100分の25

100分の12.5

全　額

100分の50

100分の25

・国民健康保険
　税減免申請書
・り災証明書
  （写しでも可）

必要書類

軽減割合または免除

国民健康保険税

損害の程度が
100分の30以上
100分の50未満

損害の程度が
100分の50以上

国民健康保険税国民健康保険税

200万円未満 

200万円以上

前年の合計所得金額

100分の50

100分の25

全　額

100分の50

・介護保険料
　減免申請書
・り災証明書
  （写しでも可）

必要書類

介護保険料介護保険料

損害の程度が
100分の20以上
100分の50未満

損害の程度が
100分の50以上

軽減割合または免除

500万円以下 

500万円を超え750万円以下

750万円を超え1000万円以下

前年の合計所得金額

100分の50

100分の25

100分の12.5

全　額

100分の50

100分の25

必要書類

軽減割合または免除
損害の程度が
100分の20以上
100分の50未満

損害の程度が
100分の50以上

・後期高齢者医
　療保険料減免
　申請書
・り災証明書
  （写しでも可）

後期高齢者
医療保険料
後期高齢者
医療保険料

国
民
健
康
保
険
税
等
の
減
免

国
民
健
康
保
険
税
等
の
減
免
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